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第５【経理の状況】 
 

１．連結財務諸表及び中間連結財務諸表並びに財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

前連結会計年度(平成16年9月1日から平成17年8月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度(平成17年9月1日から平成18年8月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。 

なお、前連結会計年度(平成16年9月1日から平成17年8月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日内閣府令第5号)附則第2項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵

省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 

(3）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

前事業年度(平成16年9月1日から平成17年8月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

(平成17年9月1日から平成18年8月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成16年9月1日から平成17年8月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日内閣府令第5号)附則第2項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 

(4）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第

38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年9月1日から平成17年8月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年9月1日から平成17年8月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年9月1日か

ら平成18年8月31日まで）及び当事業年度（平成17年9月1日から平成18年8月31日まで）の連結財務諸表及び財

務諸表並びに当中間連結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）及び当中間会計期間（平成

18年９月１日から平成19年２月28日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人に

より監査及び中間監査を受けております。 
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１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年8月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年8月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部） 
    

 

Ⅰ 流動資産 
  

 

１．現金及び預金 ※１ 
 

1,315,063  1,091,534

２．受取手形及び売掛金 
  

491,909  644,591

３．たな卸資産 
  

900,497  1,595,667

４．繰延税金資産 
  

31,777  38,567

５．その他 
  

113,309  158,345

貸倒引当金 
  

△13,954  △18,806

流動資産合計 
  

2,838,602 87.6  3,509,899 82.9

Ⅱ 固定資産 
  

 

１．有形固定資産 
  

 

(1)建物及び構築物 ※１ 126,355 126,355 

減価償却累計額  32,901 93,453 38,648 87,706

(2)土地 ※１ 
 

165,621  371,429

(3)建設仮勘定 
  

－  108,500

(4)その他 
 

67,531 71,775 

減価償却累計額 
 

46,942 20,589 47,683 24,091

有形固定資産合計 
  

279,664 8.6  591,727 14.0

２．無形固定資産   5,031 0.2  5,499 0.1

３．投資その他の資産   

(1)投資有価証券  27,922  21,019

(2)繰延税金資産  23,005  20,881

(3)その他  140,203  158,224

貸倒引当金  △74,331  △75,477

投資その他の資産合計  116,800 3.6  124,647 3.0

固定資産合計  401,497 12.4  721,873 17.1

資産合計  3,240,099 100.0  4,231,773 100.0
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前連結会計年度 

（平成17年8月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年8月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛金  854,663  1,241,748 

２．短期借入金 ※１ 431  75,000 

３．一年内返済予定長期
借入金 

※１ 123,192  － 

４．一年内償還予定社債 ※１ 90,000  40,000 

５．未払法人税等  98,443  171,906 

６．前受金  1,098,392  1,627,743 

７．賞与引当金  5,765  6,220 

８．役員賞与引当金  －  5,900 

９．受注工事損失引当金  5,832  － 

10．その他  111,137  217,453 

流動負債合計  2,387,858 73.7  3,385,972 80.0

    

Ⅱ 固定負債    

１．社債 ※１ 250,000  100,000 

２．長期借入金 ※１ 264,840  － 

３．繰延税金負債  －  3,011 

４．長期未払金  9,724  11,644 

固定負債合計  524,564 16.2  114,656 2.7

負債合計  2,912,422 89.9  3,500,628 82.7
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前連結会計年度 

（平成17年8月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年8月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 142,616 4.4  － －

Ⅱ 資本剰余金  84,283 2.6  － －

Ⅲ 利益剰余金  95,751 3.0  － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 3,591 0.1  － －

Ⅴ 為替換算調整勘定  1,433 0.0  － －

資本合計  327,676 10.1  － －

負債及び資本合計  3,240,099 100.0  － －

    

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  － －  180,866 4.3

２．資本剰余金  － －  103,408 2.5

３．利益剰余金  － －  441,629 10.4

株主資本合計  － －  725,903 17.2

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評価差
額金 

 － －  7,607 0.2

２．繰延ヘッジ損益  － －  △356 △0.0

３．為替換算調整勘定  － －  △2,010 △0.1

評価・換算差額等合計  － －  5,240 0.1

純資産合計  － －  731,144 17.3

負債及び純資産合計  － －  4,231,773 100.0
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中間連結貸借対照表 

  
当中間連結会計期間末 
（平成19年2月28日） 

 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

  

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  1,027,100  

２．受取手形及び売掛金  637,804  

３．たな卸資産  813,800  

４．繰延税金資産  43,951  

５．その他  67,445  

貸倒引当金  △17,367  

流動資産合計  2,572,735 73.8  

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1)建物及び構築物 ※１ 290,287  

減価償却累計額  44,266 246,020  

(2)土地 ※１ 510,429  

(3)その他  99,730  

減価償却累計額  54,381 45,348  

有形固定資産合計  801,799 23.0  

２．無形固定資産  4,912 0.2  

３．投資その他の資産   

(1)投資有価証券  19,681  

(2)繰延税金資産  22,145  

(3)その他  136,236  

貸倒引当金  △72,438  

投資その他の資産合計  105,626 3.0  

固定資産合計  912,337 26.2  

資産合計  3,485,073 100.0  

   

 



 

－  － 
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当中間連結会計期間末 
（平成19年2月28日） 

 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

  

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．支払手形及び買掛金  1,358,716  

２．一年内償還予定社債 ※１ 40,000  

３．未払法人税等  298,382  

４．前受金  461,387  

５．賞与引当金  6,447  

６. その他  126,507  

流動負債合計  2,291,440 65.7  

Ⅱ 固定負債   

１．社債 ※１ 80,000  

２．繰延税金負債  1,184  

３．長期未払金  9,025  

固定負債合計  90,210 2.6  

負債合計  2,381,650 68.3  

   



 

－  － 
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当中間連結会計期間末 
（平成19年2月28日） 

 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

  

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１．資本金  180,866 5.2  

２．資本剰余金  103,408 3.0  

３．利益剰余金  809,024 23.2  

株主資本合計  1,093,299 31.4  

Ⅱ 評価・換算差額等   

１．その他有価証券評価差
額金 

 6,458 0.2  

２．繰延ヘッジ損益  △5,327 △0.2  

３．為替換算調整勘定  8,992 0.3  

評価・換算差額等合計  10,123 0.3  

純資産合計  1,103,422 31.7  

負債及び純資産合計  3,485,073 100.0  
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②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  3,795,206 100.0  4,189,925 100.0

Ⅱ 売上原価  2,740,402 72.2  2,727,876 65.1

売上総利益  1,054,803 27.8  1,462,049 34.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 735,524 19.4  816,913 19.5

営業利益  319,279 8.4  645,135 15.4

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  167 1,233 

２．受取配当金  278 478 

３．投資有価証券売却益  689 2,388 

４．解約保険料  578  5,238 

５．為替差益  －  5,911 

６．消費税等還付加算金  489  － 

７．その他  675 2,879 0.1 2,727 17,978 0.4

Ⅴ 営業外費用   

 １．支払利息  15,803 10,681 

２．社債発行費償却  11,350 － 

３．支払手数料 ※３ － 30,038 

４．仕掛品廃却損  － 23,658 

５. 為替差損  18,363 － 

６．その他  5,160 50,677 1.3 4,965 69,343 1.6

経常利益  271,481 7.2  593,769 14.2

Ⅵ 特別利益   

  １．固定資産売却益 ※４ 1,462 1,462 0.0 － － －

Ⅶ 特別損失   

１．過年度従業員賞与 3,235 3,235 0.1 － － －

税金等調整前当期純利益 
 

269,708 7.1  593,769 14.2

法人税、住民税及び 

事業税 
 109,098 246,481 

法人税等調整額 △4,948 104,150 △3,893 242,587 5.8

少数株主利益 
 

387

2.7

0.0  －

当期純利益  165,170 4.4  351,182 8.4

   



 

－  － 
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中間連結損益計算書 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成18年9月 1日 
至 平成19年2月28日） 

 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

  

Ⅰ 売上高  3,972,781 100.0  

Ⅱ 売上原価  2,817,119 70.9  

売上総利益  1,155,661 29.1  

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 503,036 12.7  

営業利益  652,625 16.4  

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  964  

２．消費税等還付加算金  1,267  

３．その他  340 2,571 0.1  

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  737  

２．支払手数料  1,427  

３．為替差損  4,612  

４．その他  735 7,513 0.2  

経常利益  647,684 16.3  

税金等調整前中間 
純利益 

 647,684 16.3  

法人税、住民税 
及び事業税 

 272,780  

法人税等調整額  △4,451 268,328 6.8  

中間純利益  379,355 9.5  

   

 



 

－  － 
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③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   59,283 

Ⅱ 資本剰余金増加高  
 
 

 

１．新株引受権の行使による
新株の発行 

 25,000 25,000 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   84,283 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △69,418 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１．当期純利益  165,170 165,170 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   95,751 

    



 

－  － 
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連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成17年9月1日 至 平成18年8月31日） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成17年8月31日残高（千円） 142,616 84,283 95,751 322,651

連結会計年度中の変動額  

新株の発行 38,250 19,125 － 57,375

剰余金の配当 － － △5,304 △5,304

当期純利益 － － 351,182 351,182

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額） 

－ － － －

連結会計年度中の変動額合計（千円） 38,250 19,125 345,877 403,252

平成18年8月31日残高（千円） 180,866 103,408 441,629 725,903

  
     

 

評価・換算差額等 

 その他有価
証券評価差

額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計 

純資産合計 

平成17年8月31日残高（千円） 3,591 － 1,433 5,025 327,676

連結会計年度中の変動額  

新株の発行 － － － － 57,375

剰余金の配当 － － － － △5,304

当期純利益 － － － － 351,182

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額） 

4,016 △356 △3,444 215 215

連結会計年度中の変動額合計（千円） 4,016 △356 △3,444 215 403,468

平成18年8月31日残高（千円） 7,607 △356 △2,010 5,240 731,144
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中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年9月 1日 至 平成19年2月28日） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年8月31日残高（千円） 180,866 103,408 441,629 725,903

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当 － － △11,960 △11,960

中間純利益 － － 379,355 379,355

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額 
（純額） 

－ － － －

中間連結会計期間中の 
変動額合計（千円） 

－ － 367,395 367,395

平成19年2月28日残高（千円） 180,866 103,408 809,024 1,093,299
     
 

評価・換算差額等 

 その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益 

為替換算調
整勘定 

評価・換算差額
等合計 

純資産合計 

平成18年8月31日残高（千円） 7,607 △356 △2,010 5,240 731,144

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当 － － － － △11,960

中間純利益 － － － － 379,355

株主資本以外の項目の 
中間連結会計期間中の変動額 
（純額） 

△1,148 △4,970 11,002 4,883 4,883

中間連結会計期間中の 
変動額合計（千円） 

△1,148 △4,970 11,002 4,883 372,278

平成19年2月28日残高（千円） 6,458 △5,327 8,992 10,123 1,103,422
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

     

税金等調整前当期純利益  269,708 593,769 

減価償却費  16,279 17,324 

貸倒引当金の増加額  5,967 5,600 

賞与引当金の増加額  5,765 455 

役員賞与引当金の増加額  － 5,900 

受注工事損失引当金の増
減額 

 5,832 △5,832 

受取利息及び配当金  △446 △1,711 

支払利息  15,803 10,681 

売上債権の増加額  △62,187 △137,327 

たな卸資産の増加額  △280,834 △694,508 

仕入債務の増減額  △125,597 368,504 

前受金の増加額  725,654 524,708 

その他  12,469 19,446 

     小 計  588,414 707,011 

利息及び配当金の受取額  495  1,690 

利息の支払額  △15,807 △10,868 

法人税等の支払額  △54,895 △167,738 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 518,207 530,095 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

     

定期預金の預入による支出  △470,991
 
 

△19,624  

定期預金の払戻による収入  321,772
 
 

2,400  

有形無形固定資産の取得に
よる支出 

 △17,012
 
 

△279,706  

有形無形固定資産の売却に
よる収入 

 5,914 110  

投資有価証券の取得による
支出 

 △13,784 △2,597  

投資有価証券の売却による
収入 

 18,895 18,661  

その他  △8,155 △34,457  

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △163,359 △315,213  
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前連結会計年度 

（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

     

短期借入金の純増減額  △17,568  74,568  

長期借入金の返済による
支出 

 △204,204  △388,032  

社債の発行による収入  300,000  －  

社債の償還による支出  △60,000  △200,000  

株式の発行による収入  75,000  57,375  

配当金の支払額  －  △5,304  

少数株主への支払額  △1,004  －  

      
財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 92,223  △461,393  

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 1,011  5,758  

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額又は減少額 

 448,081  △240,752  

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 647,230  1,095,312  

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末
残高 

※1 1,095,312  854,559  
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成18年9月 1日 
至 平成19年2月28日） 

 

区分 
注記
番号 

金額（千円）  

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

税金等調整前中間 
純利益 

 647,684  

減価償却費  13,475  

貸倒引当金の増減額  △5,396  

賞与引当金の増減額  227  

役員賞与引当金の 
増減額 

 △5,900  

受取利息及び 
配当金 

 △964  

支払利息  737  

売上債権の増減額  11,849  

たな卸資産の増減額  783,504  

仕入債務の増減額  106,799  

前受金の増減額  △1,168,873  

その他  65,939  

小計  449,082  

利息及び配当金の 
受取額 

 855  

利息の支払額  △683  

法人税等の支払額  △130,890  

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 318,364  
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当中間連結会計期間 

（自 平成18年9月 1日 
至 平成19年2月28日） 

 

区分 
注記
番号 

金額（千円）  

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

定期預金の預入による
支出 

 △9,625  

有形無形固定資産の取
得による支出 

 △284,507  

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △599  

その他  △2,915  

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △297,647  

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

短期借入金の純増減額  △75,000  

社債の償還による支出  △20,000  

配当金の支払額  △11,960  

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △106,960  

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 12,183  

Ⅴ 現金及び現金同等物の減
少額 

 △74,060  

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 854,559  

Ⅶ 現金及び現金同等物の中
間期末残高 

※１ 780,499  
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 4社 

全ての子会社を連結しております。 

連結子会社の名称 

日本真空システム株式会社 

株式会社メクト 

NPC America Corporation 

NPC Europe GmbH 

連結子会社の数 2社 

全ての子会社を連結しております。 

連結子会社の名称 

NPC America Corporation 

NPC Europe GmbH 

日本真空システム株式会社と株式

会社メクトの2社を平成17年9月1日

付をもって吸収合併しております。

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 同 左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、在外子会社2社の

決算日は7月31日であります。 

なお、連結財務諸表の作成にあたっ

ては、同決算日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

連結子会社の決算日は、7月31日で

あります。 

なお、連結財務諸表の作成にあたっ

ては、同決算日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

 

 

 

 

(1)重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法 (評価差額は全部資本直入 

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定 ) 

① 有価証券  

  その他有価証券 

   時価のあるもの    

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法 (評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定 ) 

  

  時価のないもの 

 

時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

 

同  左 

 

 ② デリバティブ ② デリバティブ 

   時価法 

 

同  左 

 

 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

   イ 原材料 

     総平均法による原価法 

ロ 製品、仕掛品及び貯蔵品 

      個別法による原価法 

  イ 原材料 

同  左 

ロ 製品、仕掛品及び貯蔵品 

同  左 

(2)重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

   定率法を採用しております。 

ただし平成10年4月1日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用しておりま

す。 

   主な耐用年数 

    建物及び構築物   : 24年 

    有形固定資産その他 

（工具器具及び備品）:  6年 

① 有形固定資産 

同  左 

 ② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

同  左 

(3)繰延資産の処理方法 ① 社債発行費 

支払時に全額費用処理しておりま

す。 

－ 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

(4)重要な引当金の計上基準 

 

① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等、

特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同  左 

 ② 賞与引当金 

   従業員(基本給与制に属するも

の)の賞与の支給に備えるため、支

給見込額に基づき、当連結会計年

度負担額を計上しております。 

(会計処理の変更) 

従来、従業員(基本給与制に属す

もの)に係る賞与は支給時に費用処

理しておりましたが、当連結会計

年度より支給見込額に基づき、当

連結会計年度負担額を計上するこ

とに変更致しました。 

この変更は、当連結会計年度に

おいて給与規程を見直したことに

伴い、翌連結会計年度に支給する

賞与のうち当連結会計年度負担額

を合理的に見積ることが可能にな

り、財務内容の健全化と期間損益

のより一層の適正化を図るために

行ったものであります。 

この変更の結果、従来と同一の

方法を採用した場合と比較して、

営業利益及び経常利益はそれぞれ

2,529千円減少し、税金等調整前当

期純利益は5,765千円減少しており

ます。 

なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。 

② 賞与引当金 

従業員(基本給与制に属するも

の)の賞与の支給に備えるため、支

給見込額に基づき、当連結会計年

度負担額を計上しております。 
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項目 

前連結会計年度 

（自 平成16年9月 1日 

至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年9月 1日 

至 平成18年8月31日） 

 ③ 受注工事損失引当金 

工事の損失に備えるため、当連

結会計年度末の未引渡工事のうち

損失が発生すると見込まれ、か

つ、損失額を合理的に見積ること

が可能な工事については、翌連結

会計年度以降に発生が見込まれる

損失額を計上しております。 

③ 受注工事損失引当金 

工事の損失に備えるため、当連

結会計年度末の未引渡工事のうち

損失が発生すると見込まれ、か

つ、損失額を合理的に見積ること

が可能な工事については、翌連結

会計年度以降に発生が見込まれる

損失額を計上しております。 

なお、当連結会計年度末残高

はありません。 

 (会計処理の変更) 

  当連結会計年度末の未引渡工事の

うち損失が発生すると見込まれ、か

つ、損失額を合理的に見積ることが

可能な工事については、翌連結会計

年度以降に発生が見込まれる損失額

を計上することに変更致しました。 

 この変更は、工事毎の原価計算制

度を前連結会計年度において整備確

立し、当連結会計年度において実質

的に運用開始したことに伴い、財務

内容の健全化と期間損益のより一層

の適正化を図るために行ったもので

あります。 

この変更の結果、従来と同一の方

法を採用した場合と比較して、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ5,832千円減少

しております。 

なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

 

 



 

－  － 

 

(58) ／ 2007/05/25 12:03 (2007/05/25 12:02) ／ 000000_00_080_wk_07381599／第５－２連結財務諸表作成／os2エヌピーシー／目.doc 

58

項目 

前連結会計年度 

（自 平成16年9月 1日 

至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年9月 1日 

至 平成18年8月31日） 

 - ④ 役員賞与引当金 

役員の賞与支給に備えるため、支

給見込額に基づき、当連結会計年度

負担額を計上しております。 

(会計処理の変更) 

当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」(企業会計基準

第4号 平成17年11月29日)を適用

し、役員賞与は発生時に費用処理す

ることとしております。これによ

り、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益は、それぞれ

5,900千円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

(5) 重要なリース取引の処理

方法 

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同  左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、振当処理の要件を満たしてい

る為替予約取引については、振当処理

を採用し、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップ取引については、特

例処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同  左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段:為替予約 

金利スワップ 

ヘッジ対象:外貨建輸出入取引 

(外貨建予定取引を含む)

借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同  左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

 

③ ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する社内規程

に基づき、ヘッジ対象に係る為替変動

リスクを一定の範囲内でヘッジしてお

ります。 

金利スワップ取引については、将来

の金利上昇による金利リスクをへッジ

する目的で実施しております。 

③ ヘッジ方針 

同  左 

 

 

 

 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

  為替予約取引については、ヘッジ手

段がヘッジ対象と同一通貨、同一期日

であるため、ヘッジ有効性の評価を省

略しております。 

  金利スワップ取引については、特例

処理の要件を満たしているため、ヘッ

ジ有効性の評価を省略しております。

 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

 

 

(7) その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項 

 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

 

① 消費税等の会計処理 

同  左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

同  左 

 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は5年間の均等償却を

行っております。 

ただし、金額が僅少な連結調整勘定に

ついては、発生した連結会計年度に全

額償却しております。 

同  左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成してお

ります。 

－ 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から3ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

同  左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月 1日 

至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

－ (1)固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計

基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日)を適用し

ております。なお、これによる影響額はありません。

－ (2)貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」(企業会計基準第5号 平成17

年12月9日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針

第8号 平成17年12月9日)を適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

731,500千円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

年度における連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

 

 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月 1日 

至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 

至 平成18年8月31日） 

－ (連結損益計算書) 

前連結会計年度において営業外収益に区分表示して

おりました「消費税等還付加算金」(当連結会計年度

252千円)は、営業外収益の総額の100分の10以下である

ため、その金額の重要性を考慮し、当連結会計年度よ

り営業外収益の「その他」に含めて表示することに変

更しております。 



 

－  － 
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追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 

  至 平成18年8月31日） 

(1)外形標準課税の会計処理 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15

年法律第9号)が平成15年3月31日に公布され、平

成16年4月1日以後に開始する連結会計年度より

外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当

連結会計年度より「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(実務対応報告第12号平成16年2

月13日)に従い、法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が2,855千円

増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益が同額減少しております。 

－ 

 



 

－  － 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年8月31日） 

※１ 担保資産 

  担保に提供している資産は次のとおりであります。

 

※１ 担保資産 

  担保に提供している資産は次のとおりであります。

 

   現金及び預金           40,026 千円 

   建物及び構築物         79,989 千円 

   土地              165,621 千円 

     計             285,637 千円 

上記資産により担保されている債務は以下のとおり

であります。 

   現金及び預金           40,036 千円 

   建物及び構築物         75,890 千円 

   土地              165,621 千円 

     計             281,547 千円 

上記資産により担保されている債務は以下のとお

りであります。 

   短期借入金             431 千円 

   一年内返済予定長期借入金    90,404 千円 

   長期借入金           223,345 千円 

   一年内償還予定社債       90,000 千円 

   社債              250,000 千円 

短期借入金           75,000 千円 

   一年内償還予定社債       40,000 千円 

   社債              100,000 千円 

計             215,000 千円 

     計             654,180 千円 

 

 

 

※２ 当社の発行済株式総数 

   普通株式             2,652.28 株 

 

※２          – 

３ 受取手形裏書譲渡高         105 千円 ３          – 
４           － 

 

４ 機動的かつ効率的な資金調達を目的に、金融機関2

行と貸出コミットメント契約を締結しております。当

連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借

入未実行残高等は次のとおりであります。 

 

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,000,000千円
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

 販売手数料 21,046千円   販売手数料 5,981千円  

 役員報酬 80,808千円   役員報酬 83,990千円  

 給料手当  178,676千円   給料手当 189,182千円  

 旅費交通費 127,408千円   旅費交通費 123,801千円  

 保険料 64,951千円   保険料 121,732千円  

 支払手数料 43,650千円   支払手数料 62,213千円  

 貸倒引当金繰入額 2,648千円   貸倒引当金繰入額 8,584千円  

 賞与引当金繰入額 2,610千円   賞与引当金繰入額 2,570千円  

     
役員賞与引当金繰

入額 
5,900千円  

        

  

※２           － ※２ 一般管理費に含まれている研究開発費 

 

 

2,959千円 

 

※３           － 

 

 

※３ 支払手数料は貸出コミットメント契約に係る手数

料です。 

 

※４ 固定資産売却益は機械装置の売却益であります。 ※４            － 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成17年9月1日 至 平成18年8月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 

 前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度増加 

株式数（株） 

当連結会計年度減少 

株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 2,652.28 765 － 3,417.28 

合計 2,652.28 765 － 3,417.28 

(注) 発行済株式の増加は、平成17年12月19日付の第1回無担保新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による

ものであります。 

 

 

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成17年11月29日 

定時株主総会 
普通株式 5,304 2,000 平成17年8月31日 平成17年11月29日

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
配当の原資

1株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年11月29日 

定時株主総会 
普通株式 11,960 利益剰余金 3,500 

平成18年 

8月31日 

平成18年 

11月30日 

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年8月31日現在）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年8月31日現在）

 現金及び預金勘定        1,315,063 千円

  預入期間が3ヶ月を超える定期預金  219,751 千円

  現金及び現金同等物       1,095,312 千円

現金及び預金勘定        1,091,534 千円 

  預入期間が3ヶ月を超える定期預金 236,975 千円 

  現金及び現金同等物        854,559 千円 
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

有形固定資産
その他 

(工具器具及び
備品) 

  3,210    909 2,300

合計 3,210    909 2,300

  

 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

有形固定資産 
その他 

(工具器具及び
備品) 

3,210 1,551 1,658

合計 3,210 1,551 1,658

  
  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高 

 が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。 

同  左 

 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 642千円 

１年超 1,658千円 

合計 2,300千円 
  

 
１年内 642千円

１年超 1,016千円

合計 1,658千円
  

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により算定し

ております。 

同  左 

 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 

減価償却費相当額及び減損損失 

 
支払リース料 642千円 

減価償却費相当額 642千円 

  
 

 
支払リース料 642千円

減価償却費相当額 642千円

  
 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

定額法によっております。 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

 

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

 



 

－  － 
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（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度 
（平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年8月31日） 

区分 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

(1)株 式 6,993 12,624 5,631 8,192 21,019 12,826

(2)その他 4,724 5,348 624 － － －

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 
 

小計 11,717 17,972 6,255 8,192 21,019 12,826

(1)株 式 － － － － － －

(2)その他 10,150 9,950 △200 － － －

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 
 

小計 10,150 9,950 △200 － － －

合計 21,867 27,922 6,055 8,192 21,019 12,826

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 

       区分  

前連結会計年度 
(自 平成16年 9月 1日 
至 平成17年 8月31日) 

当連結会計年度 
（自 平成17年 9月 1日 
至 平成18年 8月31日) 

売却額(千円) 18,895 18,661

売却益の合計額(千円) 689 2,388

 



 

－  － 
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（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

(1) 取引の内容及び利用目的等 (1) 取引の内容及び利用目的等 

当社は、通常の営業過程における輸出入取引の為

替相場の変動によるリスクを軽減するため、為替予

約取引を行っております。 

  また、変動金利の調達資金を固定金利の調達資金

に換えるため、金利スワップ取引を行っておりま

す。 

なお、デリバティブ取引については、ヘッジ会計

を適用しております。 

同 左 

 

① ヘッジ会計の方法  

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、振当処理の要件を満たしている為替予

約取引については、振当処理を採用し、特例処

理の要件を満たしている金利スワップ取引につ

いては、特例処理を採用しております。 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象  

   ヘッジ手段 : 為替予約  

金利スワップ  

 

 

   ヘッジ対象 : 外貨建輸出入取引 

（外貨建予定取引を含む） 

          借入金の利息 

 

③ ヘッジ方針  

   デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、

ヘッジ対象に係る為替変動リスクを一定の範囲内

でヘッジしております。 

金利スワップ取引については、将来の金利上昇

による金利リスクをヘッジする目的で実施してお

ります。 

 

④ ヘッジ有効性評価の方法  

     為替予約取引については、ヘッジ手段がヘッジ

対象と同一通貨、同一期日であるため、ヘッジ有

効性の評価を省略しております。 

     金利スワップ取引については、特例処理の要件

を満たしているため、ヘッジ有効性の評価を省略

しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 取引に対する取組方針 (2) 取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の金利変動及び為替の

変動によるリスク回避を目的としており、投機的な

取引は行わない方針であります。 

同 左 
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前連結会計年度 
（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

(3) 取引に係るリスクの内容 (3) 取引に係るリスクの内容 

為替予約取引は為替相場の変動によるリスク、金

利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクをそ

れぞれ有しております。 

なお、契約先は信用度の高い国内金融機関であ

り、相手先の契約不履行による信用リスクは極めて

軽微であると判断しております。 

 

同 左 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 取引に係るリスク管理体制 (4) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の実行及び管理は、管理部の

所轄となっております。 

取引権限及び取引限度額等を定めた社内規程に

基づき実行し、デリバティブ取引の実施状況につ

いては、定例的に取締役会に報告しております。 

 

同 左 

 

 

 

 

 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月 1日 

至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 

至 平成18年8月31日） 

為替予約取引及び金利スワップ取引を行っており

ますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますの

で注記は省略しております。 

同 左 

  

 

（退職給付関係） 

退職給付制度がないため、該当事項はありません。 
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（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成17年9月1日 至 平成18年8月31日） 

 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

 平成17年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 当社取締役5名 

当社従業員16名 

ストック・オプション数 

(注) 

普通株式 354株 

付与日 平成18年4月28日 

権利確定条件 行使の条件は、権利行使時において、当社ま

たは当社子会社の取締役または従業員である

こと。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成19年7月20日から平成23年7月19日まで 

(注)株式数に換算して記載しております。 

 

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

 平成17年ストック・オプション 

権利確定前    （株） 

前連結会計年度末 － 

付与 354 

失効 － 

権利確定 － 

未確定残 354 

権利確定後    (株) 

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 

 

②単価情報 

 平成17年ストック・オプション 

権利行使価格     (円) 125,500 

行使時平均株価    (円) － 

公正な評価単価(付与日)(円) － 
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（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
(自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
(自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

  (繰延税金資産)   (繰延税金資産) 

 (1)流動資産    (1)流動資産   

 未払事業税 7,931千円   未払事業税 11,864千円  

 貸倒引当金繰入限度超過額 10,928千円   仕掛品 9,626千円  

 未払原価 1,586千円   貸倒引当金繰入限度超過額 9,597千円  

 賞与引当金 2,345千円   未払原価 2,449千円  

 受注工事損失引当金 2,373千円   賞与引当金 2,530千円  

 たな卸資産の未実現利益 1,846千円   役員賞与引当金 2,400千円  

 税務上の繰越欠損金 12,033千円   たな卸資産の未実現利益 2,509千円  

 評価性引当額 △1,214千円   その他 563千円  

 繰延税金負債(流動)との相殺 △6,053千円   繰延税金負債(流動)との相殺 △2,974千円  

    計 31,777千円      計 38,567千円  

 (2)固定資産    (2)固定資産   

 少額固定資産 984千円   少額固定資産 1,423千円  

 貸倒引当金繰入限度超過額 30,679千円   貸倒引当金繰入限度超過額 31,187千円  

 その他 180千円   その他 84千円  

 評価性引当額 △6,375千円   評価性引当額 △6,510千円  

 繰延税金負債(固定)との相殺 △2,463千円   繰延税金負債(固定)との相殺 △5,303千円  

    計 23,005千円      計 20,881千円  

 繰延税金資産合計 54,783千円   繰延税金資産合計 59,448千円  

  (繰延税金負債)   (繰延税金負債) 

 (1）流動負債   (1）流動負債  

 貸倒引当金の調整 6,053千円   貸倒引当金の調整 2,974千円  

 繰延税金資産(流動)との相殺 △6,053千円   繰延税金資産(流動)との相殺 △2,974千円  

    計 －千円      計 －千円  

 (2)固定負債   (2)固定負債  

その他有価証券評価差額金 2,463千円 

繰延税金資産(固定)との相殺 △2,463千円

  破産更生債権に係る手続諸経費

の負担額 

3,096千円  

    計 －千円   その他有価証券評価差額金 5,219千円  

    繰延税金資産(固定)との相殺 △5,303千円  

        計 3,011千円  
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前連結会計年度 

（自 平成16年9月 1日 

至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年9月 1日 

至 平成18年8月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 ％ 

法定実効税率 

(調整) 

40.69 

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.35 

住民税均等割等 0.36 

評価性引当額 △5.55 

未実現利益の消去 △1.21 

その他 0.98 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.62 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 ％ 

法定実効税率 

(調整) 

40.69 

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.41 

住民税均等割等 0.38 

評価性引当額 △0.19 

未実現利益の消去 △2.10 

その他 0.67 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.86 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年9月 1日 至 平成17年8月31日） 

 
太陽電池製造装置

事業 
（千円） 

真空包装機事業
（千円） 

計（千円）
 

消去又は
全社 
(千円) 

連結 
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 3,287,969 507,236 3,795,206 － 3,795,206

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － －

計 3,287,969 507,236 3,795,206 － 3,795,206

営業費用 2,687,214 678,242 3,365,457 110,469 3,475,926

営業利益又は営業損失(△) 600,754 △171,005 429,749 △110,469 319,279

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本
的支出 

 

資産 1,543,427 415,540 1,958,967 1,281,131 3,240,099

減価償却費 8,143 5,611 13,754 2,524 16,279

資本的支出 9,331 5,175 14,506 5,080 19,586

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分は、事業内容を勘案して次のとおり区分しております。 

(1）太陽電池製造装置事業 ----- 太陽電池製造装置の開発製造及び販売に関する事業 

(2）真空包装機事業 ----- 真空包装機器の開発製造及び販売に関する事業 

２．各区分に属する主要な製品 

(1）太陽電池製造装置事業の主要製品  

セルテスター、セル自動配線装置、真空ラミネーター、モジュールテスター、 

薄膜モジュール製造ライン等 

(2) 真空包装機事業の主要製品 

小型卓上式真空包装機、テーブル式真空包装機、連続自動式真空包装機等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(110,469千円)の主なものは、当社の

管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(1,281,131千円)の主なものは、当社での余資運用

資金(現金預金)、長期投資資産(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれております。 

６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理の変更」に記載のとおり、従来、従

業員(基本給与制に属するもの)に係る賞与は支給時に費用処理しておりましたが、当連結会計年度より

支給見込額に基づき、当連結会計年度負担額を計上することに変更致しました。この変更の結果、従来

と同一の方法を採用した場合と比較して、当連結会計年度の営業費用は、真空包装機事業が516千円増

加し、配賦不能営業費用が2,013千円増加し営業利益が同額減少しております。 

７．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結

会計年度末の未引渡工事のうち損失が発生すると見込まれ、かつ、損失額を合理的に見積ることが可能

な工事については、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる損失額を計上することに変更致しました。

この変更の結果、従来と同一の方法を採用した場合と比較して、当連結会計年度の営業費用は、真空包

装機事業が5,832千円増加し、営業利益が同額減少しております。 
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当連結会計年度（自 平成17年9月 1日 至 平成18年8月31日） 

 
太陽電池製造装置

事業 
（千円） 

真空包装機事業
（千円） 
 

 

計（千円）
 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 3,578,587 611,338 4,189,925 － 4,189,925

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － －

計 3,578,587 611,338 4,189,925 － 4,189,925

営業費用 2,739,914 641,707 3,381,621 163,168 3,544,790

営業利益又は営業損失(△) 838,673 △30,368 808,304 △163,168 645,135

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本
的支出 

 

資産 2,793,304 341,277 3,134,581 1,097,191 4,231,773

減価償却費 8,344 6,737 15,082 2,242 17,324

資本的支出 325,135 6,744 331,880 500 332,381

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分は、事業内容を勘案して次のとおり区分しております。 

(1) 太陽電池製造装置事業 ----- 太陽電池製造装置の開発製造及び販売に関する事業 

(2) 真空包装機事業 ----- 真空包装機器の開発製造及び販売に関する事業 

２．各区分に属する主要な製品 

(1) 太陽電池製造装置事業の主要製品  

セルテスター、セル自動配線装置、真空ラミネーター、モジュールテスター、 

薄膜モジュール製造ライン等 

(2) 真空包装機事業の主要製品 

小型卓上式真空包装機、テーブル式真空包装機、連続自動式真空包装機等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(163,168千円)の主なものは、当社の

管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(1,097,191千円)の主なものは、当社での余資運用

資金(現金預金)、長期投資資産(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれております。 

６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会

計年度より、「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準第4号 平成17年11月29日)を適用し、役員賞

与は発生時に費用処理することとしております。この変更の結果、従来と同一の方法を採用した場合と

比較して当連結会計年度の営業費用は、太陽電池製造装置事業が3,650千円、配賦不能営業費用が2,250

千円増加し、営業利益が同額減少しております。 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年9月 1日 至 平成17年8月31日） 

 
日本 

（千円） 
北米 

（千円） 
欧州 

（千円） 
計（千円）

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 2,872,353 272,265 650,587 3,795,206 － 3,795,206

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

548,690 21,074 97,474 667,239 △667,239 －

計 3,421,043 293,340 748,062 4,462,446 △667,239 3,795,206

営業費用 3,082,551 283,397 745,057 4,111,007 △635,080 3,475,926

営業利益 338,491 9,942 3,004 351,438 △32,159 319,279

Ⅱ．資産 1,896,661 292,357 203,812 2,392,830 847,268 3,240,099

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域 

北米: 米 国  

欧州: ドイツ  

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(110,469千円)の主なものは、当社の

管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(1,281,131千円)の主なものは、当社での余資運用

資金(現金預金)、長期投資資産(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理の変更」に記載のとおり、従来、従

業員(基本給与制に属するもの)に係る賞与は支給時に費用処理しておりましたが、当連結会計年度より

支給見込額に基づき、当連結会計年度負担額を計上することに変更致しました。この変更の結果、従来

と同一の方法を採用した場合と比較して、当連結会計年度の営業費用は、日本が516千円増加し、配賦

不能営業費用が2,013千円増加し営業利益が同額減少しております。 

６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結

会計年度末の未引渡工事のうち損失が発生すると見込まれ、かつ、損失額を合理的に見積ることが可能

な工事については、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる損失額を計上することに変更致しました。

この変更の結果、従来と同一の方法を採用した場合と比較して、当連結会計年度の営業費用は、日本が

5,832千円増加し、営業利益が同額減少しております。 
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当連結会計年度（自 平成17年9月 1日 至 平成18年8月31日） 

 
日本 

（千円） 
北米 

（千円） 
欧州 

（千円） 
計（千円）

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 3,616,737 127,884 445,303 4,189,925 － 4,189,925

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

487,333 74,931 128,909 691,173 △691,173 －

計 4,104,071 202,815 574,212 4,881,099 △691,173 4,189,925

営業費用 3,442,117 147,396 507,307 4,096,822 △552,032 3,544,790

営業利益 661,953 55,418 66,904 784,277 △139,141 645,135

Ⅱ．資産 3,009,911 162,059 220,538 3,392,509 839,263 4,231,773

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域 

北米: 米 国 

欧州: ドイツ 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(163,168千円)の主なものは、当社の

管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(1,097,191千円)の主なものは、当社での余資運用

資金(現金預金)、長期投資資産(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会

計年度より、「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準第4号 平成17年11月29日)を適用し、役員賞

与は発生時に費用処理することとしております。この変更の結果、従来と同一の方法を採用した場合と

比較して当連結会計年度の営業費用は、日本が3,650千円、配賦不能営業費用が2,250千円増加し、営業

利益が同額減少しております。 



 

－  － 

 

(76) ／ 2007/05/25 12:03 (2007/05/25 12:02) ／ 000000_00_100_wk_07381599／第５－４セグメント情報／os2エヌピーシー／目.doc 

76

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年9月 1日 至 平成17年8月31日） 

 欧州・アフリカ アジア 北中南米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,134,516 881,739 315,549 1,267 2,333,072

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 3,795,206

Ⅲ 連結売上高に占める海外売
上高の割合（％） 

29.9 23.2 8.3 0.1 61.5

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域 

(1) 欧州・アフリカ ：ドイツ、フランス、スペイン、チェコ、ハンガリー、オランダ、南アフリカ等 

(2) アジア：中国、韓国、台湾、タイ、インド、フィリピン等 

(3) 北中南米：米国、メキシコ等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

当連結会計年度（自 平成17年9月 1日 至 平成18年8月31日） 

 欧州・アフリカ

 

アジア 北中南米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,386,922 1,011,711 923,108 6,809 3,328,552

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 4,189,925

Ⅲ 連結売上高に占める海外売
上高の割合（％） 

33.1 24.1 22.0 0.2 79.4

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域 

(1) 欧州 ・アフリカ ：ドイツ、フランス、スペイン、チェコ、ハンガリー、オランダ、南アフリカ等 

(2) アジア：中国、韓国、台湾、タイ、インド、フィリピン等 

(3) 北中南米：米国、メキシコ等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年9月 1日 至 平成17年8月31日） 

 

(1)役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 
役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

 
隣 良郎 

 
－ 

 
－ 

 
当社代表 
取締役社長

 
(被所有) 
直接 15.0

 

 
－ 

 
－ 

 
被債務保証

 

 
745,936 

 
－ 

 
－ 

           

主要株主、 
役員 

橋本 徹 
 

－ 
 

－ 
 

当社専務 
取締役 

(被所有) 
直接 13.0

－ － 被債務保証
 

507,848 － － 

 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社は、金融機関からの借入及び当社が発行した社債に対し、当社代表取締役社長隣良郎及び当社専務取

締役橋本徹より債務保証を受けております。また、割賦契約・リース契約に対し、当社代表取締役社長隣良

郎より債務保証を受けております。当該債務保証につきましては、保証料の支払を行っておりません。 

なお、債務保証の取引金額は、期末借入金残高、期末社債残高、期末割賦代金未払残高及び未経過リース

料期末残高相当額を記載しております。 

 

当連結会計年度（自 平成17年9月 1日 至 平成18年8月31日） 

 

(1)役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 
役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

 
隣 良郎 

 
－ 

 
－ 

 
当社代表 
取締役社長

 
(被所有) 
直接 17.9

 
－

 
－ 

 
被債務保証

 

 
227,218 

 
－ 

 
－ 

主要株主、 
役員 

 
橋本 徹 

 
－ 

 
－ 

 
当社専務 

取締役 

 
(被所有) 
直接 16.9

 
－

 
－ 

 
被債務保証

 

 
140,000 

 
－ 

 
－ 

 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社は、金融機関からの借入に対し、当社代表取締役社長隣良郎より債務保証を受けており、当社が発行

した社債に対し、当社代表取締役社長隣良郎及び当社専務取締役橋本徹より債務保証を受けております。ま

た、割賦契約・リース契約に対し、当社代表取締役社長隣良郎より債務保証を受けております。当該債務保

証につきましては、保証料の支払を行っておりません。 

なお、債務保証の取引金額は、期末借入金残高、期末社債残高、期末割賦代金未払残高及び未経過リース

料期末残高相当額を記載しております。 
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日） 

 

１株当たり純資産額 123,545.27 円 

１株当たり当期純利益 93,599.32 円 

  

 

１株当たり純資産額 213,955.15 円 

１株当たり当期純利益 110,201.35 円 

  
  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、新株引受権の残高がありますが、当社株式は非

上場であり、期中平均株価が把握できないため記載し

ておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できないため記載しており

ません。 

  

  

（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日) 

当期純利益（千円） 165,170 351,182 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 165,170 351,182 

期中平均株式数（株） 1,764 3,186 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

新株引受権１種類 

(新株引受権の目的となる株式の

数765株) 

新株予約権１種類 

(新株予約権の数354個) 

これらの詳細は「第4 提出会

社の状況 1 株式等の状況 (2)新

株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。 
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（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
(自 平成16年9月 1日 
至 平成17年8月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年9月 1日 
至 平成18年8月31日) 

１．新株引受権の行使 

  平成17年12月19日付の第１回無担保新株引受権付社

債に係る新株引受権の行使により、株式数等が次のと

おり増加いたしました。 

  株式数                 765株 

  資本金              38,250千円 

  資本準備金            19,125千円 

  これにより、平成17年12月19日現在の発行済株式総

数は3,417.28株、資本金は180,866千円、資本剰余金

は103,408千円となっております。 

１．          － 

２．新株予約権の付与 

  平成17年7月19日開催の当社臨時株主総会特別決議

及び平成18年4月25日開催の当社取締役会決議に基づ

き、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく

新株予約権の付与(ストック・オプション)を行いまし

た。 

(1) 新株予約権の数            354個 

(2) 新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

(3) 新株予約権の目的となる株式の数    354株 

(4) 新株予約権の発行価額          無償 

(5) 新株予約権の行使時の払込金額 

１株につき 125,500円 

(6) 新株予約権の行使期間  自 平成19年7月20日 

              至 平成23年7月19日 

(7) 取得者         当社取締役   5名 

              当社従業員   16名 

なお、平成18年11月9日開催の当社取締役会決議

に基づき、平成18年11月29日付で１株を500株とす

る株式分割を行いました。これにより、新株予約権

の目的となる株式の数は177,000株、新株予約権の

行使時の払込金額は251円となりました。 

また、平成19年1月30日開催の当社取締役会決議に

基づき、平成18年11月29日付で退職した当社従業員に

付与した新株予約権の数5個(新株予約権の目的となる

株式の数2,500株)を消却しております。 

２．          － 

 



 

－  － 
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前連結会計年度 

(自 平成16年9月 1日 

至 平成17年8月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年9月 1日 

至 平成18年8月31日) 

３．          － ３．株式の分割 

平成18年11月9日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、平成18年11月29日付をもって次のように株式分割

による新株式を発行しております。 

(1)分割により増加する株式の総数 

普通株式        1,705,222.72株 

(2)分割方法 

平成18年11月28日最終の株主名簿上の株主の所

有株式を、1株につき500株に分割します。 

(3)配当起算日 

平成18年9月1日 

 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前期における１株当たり情報及び当期首に行われ

たと仮定した場合の当期における１株当たり情報

は、それぞれ以下のとおりとなります。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 

247.09円 

１株当たり当期純利益 

187.20円 

なお、潜在株式調整

後１株当たり当期純利

益については、新株引

受権の残高があります

が、当社株式は非上場

であり、期中平均株価

が把握できないため記

載しておりません。 

１株当たり純資産額 

427.91円 

１株当たり当期純利益 

220.40円 

なお、潜在株式調整

後１株当たり当期純利

益については、新株予

約権の残高があります

が、当社株式は非上場

であり、期中平均株価

が把握できないため記

載しておりません。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年9月 1日 
至 平成19年2月28日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 2社 

全ての子会社を連結しております。  

連結子会社の名称 

NPC America Corporation 

NPC Europe GmbH 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 

３．連結子会社の中間決算日

等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、1月31

日であります。 

なお、中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、同中間決算日現在の中間財

務諸表を使用し、中間連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 



 

－  － 
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項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年9月 1日 
至 平成19年2月28日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 ②デリバティブ 

時価法 

 ③たな卸資産 

イ 原材料 

総平均法による原価法 

ロ 製品、仕掛品及び貯蔵品 

個別法による原価法 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

 ①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし平成10年4月1日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用しておりま

す。 

主な耐用年数 

建物及び構築物   :24年 

有形固定資産その他 

（工具器具及び備品）: 6年 

 ②無形固定資産 

定額法を採用しております。 
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項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年9月 1日 
至 平成19年2月28日） 

 (3)重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等、特定の

債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 ②賞与引当金 

従業員(基本給与制に属するもの)

の賞与の支給に備えるため、支給見

込額に基づき、当中間連結会計期間

負担額を計上しております。 

 ③受注工事損失引当金 

工事の損失に備えるため、当中間

連結会計期間末の未引渡工事のうち

損失が発生すると見込まれ、かつ、

損失額を合理的に見積ることが可能

な工事については、当下半期以降に

発生が見込まれる損失額を計上して

おります。 

なお、当中間連結会計期間末残高

はありません。 

 (4)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 
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項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年9月 1日 
至 平成19年2月28日） 

 (5)重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

なお、振当処理の要件を満たして

いる為替予約取引については、振当処

理を採用しております。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段:為替予約 

ヘッジ対象:外貨建輸出入取引 

(外貨建予定取引を含む) 

 ③ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する社内規

程に基づき、ヘッジ対象に係る為替

変動リスクを一定の範囲内でヘッジ

しております。 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約取引については、ヘッジ

手段がヘッジ対象と同一通貨、同一

期日であるため、ヘッジ有効性の評

価を省略しております。 

 (6)その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 ①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金の

範囲 

 

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から3ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年2月28日） 

※１ 担保資産 

担保に提供している資産は次のとおりであります。 

 建物及び構築物 73,942千円  

 土地 165,621千円  

 計 239,563千円  

   

上記資産により担保されている債務は以下のとおりであ

ります。 

 一年内償還予定社債 40,000千円  

 社債 80,000千円  

 計 120,000千円  

 

２ 機動的かつ効率的な資金調達を目的に、金融機関2

行と貸出コミットメント契約を締結しております。当

中間連結会計期間末における貸出コミットメントに係

る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

 

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,000,000千円
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（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年9月 1日 
至 平成19年2月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

 販売手数料 18,372千円  

 役員報酬 43,321千円  

 給料手当 121,368千円  

 旅費交通費 73,021千円  

 支払手数料 30,748千円  

 貸倒引当金繰入額 13,811千円  

 賞与引当金繰入額 2,439千円  
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年9月1日 至 平成19年2月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 

 前連結会計年度末 

株式数(株) 

当中間連結会計期間

増加株式数(株) 

当中間連結会計期間 

減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末

株式数(株) 

発行済株式     

普通株式 3,417.28 1,705,222.72 － 1,708,640 

合計 3,417.28 1,705,222.72 － 1,708,640 

(注) 普通株式の増加は、平成18年11月9日開催の取締役会の決議に基づき平成18年11月29日付で1株を500株に株式分割

したことによる増加であります。 

 

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円) 

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成18年11月29日 

定時株主総会 
普通株式 11,960 3,500 平成18年8月31日 平成18年11月30日 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年9月 1日 
至 平成19年2月28日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年2月28日現在）

 現金及び預金勘定 1,027,100千円  

 預入期間が3ヶ月を超える定期預金 246,601千円  

 現金及び現金同等物 780,499千円  
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（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年9月 1日 
至 平成19年2月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当

額 
 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円）

有形固定資産
その他(工具器
具及び備品) 

4,968 331 4,636

合計 4,968 331 4,636

  
なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

おります。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 
 

１年内 993千円

１年超 3,643千円

合計 4,636千円
  

なお、未経過リース料中間期末残高相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 

減価償却費相当額及び減損損失 
 

支払リース料 491千円

減価償却費相当額 491千円
  
(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失はありません。 
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（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

当中間連結会計期間末 
（平成19年2月28日） 

 
取得原価 
（千円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 8,792 19,681 10,889

合計 8,792 19,681 10,889

 

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間(自 平成18年9月 1日 至 平成19年2月28日) 

為替予約取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記は省略しております。 

 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間(自 平成18年9月 1日 至 平成19年2月28日) 

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報） 

［事業の種類別セグメント情報］ 

当中間連結会計期間（自 平成18年9月 1日 至 平成19年2月28日） 

 
太陽電池製造
装置事業 
（千円） 

真空包装機事
業 

（千円） 
計（千円）

消去又は全
社（千円）

連結 
（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 3,682,219 290,561 3,972,781 － 3,972,781 

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － 

計 3,682,219 290,561 3,972,781 － 3,972,781 

営業費用 2,858,177 342,516 3,200,694 119,461 3,320,155 

営業利益又は営業損失（△） 824,042 △51,954 772,087 △119,461 652,625 

  

（注）１．事業区分の方法 

 事業区分は、事業内容を勘案して次のとおり区分しております。 

(1) 太陽電池製造装置事業 ----- 太陽電池製造装置の開発製造及び販売に関する事業 

(2) 真空包装機事業 ----- 真空包装機器の開発製造及び販売に関する事業 

２．各区分に属する主要な製品 

(1) 太陽電池製造装置事業の主要製品  

セルテスター、セル自動配線装置、真空ラミネーター、モジュールテスター、 

薄膜モジュール製造ライン等 

(2) 真空包装機事業の主要製品 

小型卓上式真空包装機、テーブル式真空包装機、連続自動式真空包装機等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(当中間連結会計期間119,461千円)の主なもの

は、当社の管理部門に係る費用であります。 
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［所在地別セグメント情報］ 

当中間連結会計期間（自 平成18年9月 1日 至 平成19年2月28日） 

 
日本 

（千円） 
北米 

（千円） 
欧州 

（千円） 
計（千円）

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 3,754,000 31,802 186,978 3,972,781 － 3,972,781

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

177,029 98,563 85,618 361,211 △361,211 －

計 3,931,030 130,365 272,596 4,333,992 △361,211 3,972,781

営業費用 3,278,918 63,492 218,672 3,561,082 △240,926 3,320,155

営業利益 652,112 66,873 53,924 772,909 △120,284 652,625

 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域 

北米: 米 国  

欧州: ドイツ  

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(当中間連結会計期間 119,461千円)の主なも

のは、当社の管理部門に係る費用であります。 

 

［海外売上高］ 

当中間連結会計期間（自 平成18年9月 1日 至 平成19年2月28日） 

 欧州・アフリカ アジア 北中南米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 924,755 600,302 1,496,159 14,166 3,035,384 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 3,972,781 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売
上高の割合（％） 

23.3 15.1 37.6 0.4 76.4 

  

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域 

(1) 欧州・アフリカ ：ドイツ、フランス、スペイン、チェコ、ハンガリー、オランダ、南アフリカ等 

(2) アジア：中国、韓国、台湾、タイ、インド、フィリピン等 

(3) 北中南米：米国、メキシコ等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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（１株当たり情報） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年9月 1日 
至 平成19年2月28日） 

 

１株当たり純資産額 645.79円 

１株当たり中間純利益 222.02円 

  
なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益につい

ては、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非

上場であり、期中平均株価が把握できないため記載し

ておりません。 

当社は、平成18年11月29日付で株式1株につき500株

の株式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前連結会計年度の開始の日に

行われたと仮定した場合の前連結会計年度に係る1株

当たり情報は、以下のとおりとなります。 

 前連結会計年度  

 1株当たり純資産額 427.91円  

 1株当たり当期純利益 220.40円  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、新株予約権の残高がありますが、

当社は株式は非上場であり、期中平均株価が把

握できないため記載しておりません。 

 

 

 （注） １株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年9月 1日 
至 平成19年2月28日） 

中間純利益（千円） 379,355 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る中間純利益（千円） 379,355 

期中平均株式数（株） 1,708,640 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

新株予約権１種類 

(新株予約権の数349個) 

なお、概要は「第４提出会社の状

況 １ 株式等の状況（２）新株

予約権等の状況」に記載のとおり

であります。 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

会 社 名 銘   柄 発行年月日 
前期末残高

（千円） 

当期末残高

（千円） 

利率

（％）
担保 償還期限 

㈱エヌ・ピー・シー 第1回無担保社債 平成16年8月10日
70,000

  (30,000)

－ 

(－) 
0.52 無担保社債 平成19年8月10日

㈱エヌ・ピー・シー 第2回無担保社債 平成16年9月27日
90,000

(20,000)

－ 

(－) 
0.68 無担保社債 平成19年9月27日

㈱エヌ・ピー・シー 第3回無担保社債 平成17年2月25日
180,000

(40,000)

140,000 

(40,000) 
0.76 無担保社債 平成22年2月25日

合計 － － 
 340,000

(90,000)

140,000 

(40,000) － － － 

（注）１．前期末残高及び当期末残高の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

40,000 40,000 40,000 20,000 － 

【借入金等明細表】 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 431 75,000 0.6      － 

１年以内に返済予定の長期借入金 123,192 － 3.1      － 

長期借入金（１年以内に返済予定の
ものを除く。） 

264,840 － 3.1      － 

その他の有利子負債       － －       － 
      

－ 

計 388,463 75,000      －       － 

 （注）平均利率については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

 

(2）【その他】 

 

該当事項はありません。 

 




